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議案第14号

　（総　則）

第 １ 条　令和８年度桜井市下水道事業会計予算は、 次の定めるところによる。 

　（業務の予定量） 

第 ２ 条　業務の予定量は、 次のとおりとする。 

 

　（収益的収入及び支出） 

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 

　（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額４４８,６１９千円は、損益勘定留保資金４３１,０１８千円と消費税資本的収支調整額１７,６０１千円

で補填する。） 

令和８年度　桜井市下水道事業会計予算

水 洗 化 人 口
年 間 有 収 水 量
一日平均有収水量
主な建設改良事業

汚水管渠建設費等

３６,０００人
３,２００,０００㎥

８,７６７㎥

４６６,５００千円

第１款　下水道事業収益

第１項

第２項

第３項

１,２０１,１７６千円

５０２,３０３千円

６９８,８７３千円

０千円

第２款　下水道事業費用

第１項

第２項

第３項

１,１８８,１８０千円

１,０７８,３４３千円

１０９,８３７千円

０千円

収　　　　　　入

支　　　　　　出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

第３款　資本的収入

第１項

第５項

第６項

９９４,７８０千円

６５４,５８０千円

８４,２００千円

２５６,０００千円

第４款　資本的支出

第１項

第３項

１,４４３,３９９千円

４９９,６０３千円

９４３,７９６千円

収　　　　　　入

支　　　　　　出

企 業 債

国 庫 補 助 金

出 資 金

建 設 改 良 費

企業債償還金
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　（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利息及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、１,０００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 ７ 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴　職員給与費　　　　８０,１９４千円

　（他会計からの補助金）      

第 ８ 条　下水道事業運営を助成するため、一般会計からこの会計への助成を受ける金額は、２５０,７２１千円

である。

令　和　８　年　３　月　４　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

公共下水道債

流域下水道債

資本費平準化債

下水道事業債
特 別 措 置 分

証書借入

又は

証券発行

３１４,１００千円

６８,１００千円

１６５,４５０千円

１０６,９３０千円

起債の方法 償還方法利　率限度額

5.0%以内（ただし、
利率見直し方式によ
り当該利率の見直
しを行った後におい
ては、見直し後の利
率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構
については、その融資条件による。
銀行その他の場合は、その債権者との
協定による。但し、財政状況により償還
年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は、
低利債に借換えることができる。



予算に関する説明書





令和８年度　桜井市下水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

款

１．下水道事業収益

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

２．営 業 外 収 益

３．特 別 利 益

１．下 水 道 使 用 料

２．他 会 計 負 担 金

３．そ の 他 営 業 収 益

 

１．受 取 利 息

２．長 期 前 受 金 戻 入

４．雑　　　収　　　益

６．他 会 計 補 助 金

７．県 補 助 金

９．国 庫 補 助 金

１．固 定 資 産 売 却 益

１,２０１,１７６

５０２,３０３

４８９,７０８

１２,３６７

２２８

６９８,８７３

０

３１３,２１０

１

３６８,１６２

３,０００

１４,５００

０

０

（単位：千円）

１,１８８,１８０

１,０７８,３４３

３７,２７１

２４２,０１６

５０,５２３

７４８,５３３

１０９,８３７

１０１,８３７

８,０００

０

０

１．管　　　渠　　　費

２．業　　　務　　　費

４．総　　　係　　　費

５．減　価　償　却　費

 

１．支 払 利 息

３．消　　　費　　　税

 

４．過年度損益修正損

１．営 業 費 用

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

項 目 予　定　額 備　　　考

備　　　考款 項 目 予　定　額
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

１．建 設 改 良 費

３．企 業 債 償 還 金

１．管 路 建 設 費

６．流域下水道建設負担金

１．企 業 債 償 還 金

９９４,７８０

６５４,５８０

６５４,５８０

８４,２００

８４,２００

２５６,０００

２５６,０００

１．企　　　業　　　債

５．補　　　助　　　金

６．出　　　資　　　金

１．企　　　業　　　債

１．国　庫　補　助　金

１．出　　　資　　　金

１,４４３,３９９

４９９,６０３

４３１,４０３

６８,２００

９４３,７９６

９４３,７９６

（単位：千円）

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

令和８年度　桜井市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損）

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

250

748,533

0

157

0

0

△ 313,210

101,687

0

0

0

△ 1,000 

0

0

5,000

0

0

541,417

0

△ 101,687

439,730

 

 

△ 408,726

0

△ 63,426

0

74,350

△ 397,802

 

 

654,580

△ 943,796

256,000

△ 33,216

 

8,712

77,111

85,823
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

１．建 設 改 良 費

３．企 業 債 償 還 金

１．管 路 建 設 費

６．流域下水道建設負担金

１．企 業 債 償 還 金

９９４,７８０

６５４,５８０

６５４,５８０

８４,２００

８４,２００

２５６,０００

２５６,０００

１．企　　　業　　　債

５．補　　　助　　　金

６．出　　　資　　　金

１．企　　　業　　　債

１．国　庫　補　助　金

１．出　　　資　　　金

１,４４３,３９９

４９９,６０３

４３１,４０３

６８,２００

９４３,７９６

９４３,７９６

（単位：千円）

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

令和８年度　桜井市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損）

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

250

748,533

0

157

0

0

△ 313,210

101,687

0

0

0

△ 1,000 

0

0

5,000

0

0

541,417

0

△ 101,687

439,730

 

 

△ 408,726

0

△ 63,426

0

74,350

△ 397,802

 

 

654,580

△ 943,796

256,000

△ 33,216

 

8,712

77,111

85,823

－ 4－ － 5－



１．総　　括

令和８年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

23,800

14,910

38,710

21,861

15,002

36,863

1,939

△ 92

1,847

15,261

13,278

28,539

13,251

13,545

26,796

2,010

△ 267

1,743

39,061

28,188

67,249

35,112

28,547

63,659

3,949

△ 359

3,590

8,030

4,915

12,945

7,492

5,903

13,395

538

△ 988

△ 450

47,091

33,103

80,194

42,604

34,450

77,054

4,487

△ 1,347

3,140

1,896

1,374

522

2.040

1,800

240

1,590

1,113

477

923

371

552

1,860

1,860

0

564

708

△ 144

2,706

4,340

△ 1,634

11,730

10,512

1,218

5,230

4,718

512

4

0

0

0

0

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

4資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

（1）
5

（2）
4

（2）
8

（△ 1）
1

（△ 1）
1

（1）
9

※（　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増
減分

給与改定に伴う増
減分

給料表の改定状況
給料の改定率
　　　　２.２８％

職員構成の変動に
係る増減分など

職員構成の変動に
係る増減分など

昇給に伴う増加分 平均昇給率
　　　　２.１４％

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

２００,３００

２１６,５００

２３２,０００

２００,３００

２１６,５００

２３２,０００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

３０５,８４７

３６５,６５３

４３.２

３０３,９９３

３６５,９８３

４３.７

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増
減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

１,８４７

８４０

２１７

１,０６４

６７９

７９０

 １,７４３

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

　⑵　初　任　給 令和８年１月１日現在

－ 6－ － 7－



１．総　　括

令和８年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

23,800

14,910

38,710

21,861

15,002

36,863

1,939

△ 92

1,847

15,261

13,278

28,539

13,251

13,545

26,796

2,010

△ 267

1,743

39,061

28,188

67,249

35,112

28,547

63,659

3,949

△ 359

3,590

8,030

4,915

12,945

7,492

5,903

13,395

538

△ 988

△ 450

47,091

33,103

80,194

42,604

34,450

77,054

4,487

△ 1,347

3,140

1,896

1,374

522

2.040

1,800

240

1,590

1,113

477

923

371

552

1,860

1,860

0

564

708

△ 144

2,706

4,340

△ 1,634

11,730

10,512

1,218

5,230

4,718

512

4

0

0

0

0

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

4資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

（1）
5

（2）
4

（2）
8

（△ 1）
1

（△ 1）
1

（1）
9

※（　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増
減分

給与改定に伴う増
減分

給料表の改定状況
給料の改定率
　　　　２.２８％

職員構成の変動に
係る増減分など

職員構成の変動に
係る増減分など

昇給に伴う増加分 平均昇給率
　　　　２.１４％

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

２００,３００

２１６,５００

２３２,０００

２００,３００

２１６,５００

２３２,０００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

３０５,８４７

３６５,６５３

４３.２

３０３,９９３

３６５,９８３

４３.７

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増
減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

１,８４７

８４０

２１７

１,０６４

６７９

７９０

 １,７４３

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

　⑵　初　任　給 令和８年１月１日現在

－ 6－ － 7－



⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和８年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

２

０

２

１

１

－

９

１

１

－

２２.２

０.０

２２.２

１１.１

１１.１

－

100.0

（100.0）

２２.２

１１.１

１１.１

－

職員数（人） 構 成 比（％）

令和７年１月１日現在

※（　）内は再任用職員数を外書しています。

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

２

１

２２.２

１１.１

１

１

１

１

１１.１

１１.１

１１.１

１１.１

（１）

８

（１）

2

（100.0）

100.0

⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　年

　
　
　度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人） 9

7

2

0

2

1

1

－

1

－

７７.８%

8

7

1

1

2

1

1

－

1

－

８７.５%

9

7

2

0

2

1

1

－

1

－

７７.８%

8

7

1

1

2

1

1

－

1

－

８７.５%

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　年

　
　
　度

－ 8－ － 9－



⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和８年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

２

０

２

１

１

－

９

１

１

－

２２.２

０.０

２２.２

１１.１

１１.１

－

100.0

（100.0）

２２.２

１１.１

１１.１

－

職員数（人） 構 成 比（％）

令和７年１月１日現在

※（　）内は再任用職員数を外書しています。

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

２

１

２２.２

１１.１

１

１

１

１

１１.１

１１.１

１１.１

１１.１

（１）

８

（１）

2

（100.0）

100.0

⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　年

　
　
　度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人） 9

7

2

0

2

1

1

－

1

－

７７.８%

8

7

1

1

2

1

1

－

1

－

８７.５%

9

7

2

0

2

1

1

－

1

－

７７.８%

8

7

1

1

2

1

1

－

1

－

８７.５%

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　年

　
　
　度

－ 8－ － 9－



⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （３％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

〃 〃 〃 〃 〃 〃

⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

（１.２２５）
２.３２５

（１.２２５）
２.３２５

（１.２２５）
２.３２５

（１.２２５）
２.３２５

（２.４５）
４.６５

（２.４５）
４.６５

有

（１.２０）
２.３０

（１.２０）
２.３０

（２.４０）
４.６

有

有

債務負担行為に関する調書

事　項

下水道事業計
画区域変更業

務委託
13,500 － －

令和5年度から
令和6年度まで

13,500 13,500

限度額
期　間 期　間金　額 金　額 内部留保資金

（千円）

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

令和７年度　桜井市下水道事業予定損益計算書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

１．営 業 収 益

　⑴

　⑵

　⑶

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

その他営業収益

４４０,９１０

１４,１８０

３００ ４５５,３９０

３．営業外収益

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

受 取 利 息

長期前受金戻入額

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

０

３１２,６７４

１

３５７,２００

１,８５５

１５,３６４ ６８７,０９４

５．特 別 利 益

　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用

　⑴

　⑵

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

９３,８０９

０ ９３,８０９ ５９３,２８５

６．特 別 損 失

　⑴

　⑵

過年度損益修正損

そ の 他 損 失

０

０ ０ ０

２．営 業 費 用

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

管 渠 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

１,９３２

２３５,８７５

４７,３８８

７４４,８１６

０

０ １,０３０,０１１

営 業 利 益 △５７４,６２１

経 常 利 益 １８,６６４

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

１８,６６４

４４,８００

６３,４６４

（単位：千円）

－ 10 － － 11 －



⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （３％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

〃 〃 〃 〃 〃 〃

⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

（１.２２５）
２.３２５

（１.２２５）
２.３２５

（１.２２５）
２.３２５

（１.２２５）
２.３２５

（２.４５）
４.６５

（２.４５）
４.６５

有

（１.２０）
２.３０

（１.２０）
２.３０

（２.４０）
４.６

有

有

債務負担行為に関する調書

事　項

下水道事業計
画区域変更業

務委託
13,500 － －

令和5年度から
令和6年度まで

13,500 13,500

限度額
期　間 期　間金　額 金　額 内部留保資金

（千円）

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

令和７年度　桜井市下水道事業予定損益計算書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

１．営 業 収 益

　⑴

　⑵

　⑶

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

その他営業収益

４４０,９１０

１４,１８０

３００ ４５５,３９０

３．営業外収益

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

受 取 利 息

長期前受金戻入額

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

０

３１２,６７４

１

３５７,２００

１,８５５

１５,３６４ ６８７,０９４

５．特 別 利 益

　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用

　⑴

　⑵

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

９３,８０９

０ ９３,８０９ ５９３,２８５

６．特 別 損 失

　⑴

　⑵

過年度損益修正損

そ の 他 損 失

０

０ ０ ０

２．営 業 費 用

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

管 渠 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

１,９３２

２３５,８７５

４７,３８８

７４４,８１６

０

０ １,０３０,０１１

営 業 利 益 △５７４,６２１

経 常 利 益 １８,６６４

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

１８,６６４

４４,８００

６３,４６４

（単位：千円）

－ 10 － － 11 －



負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

７,９３９,９８１

０

０

７,９３９,９８１

０

７,９３９,９８１

令和７年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　８　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１８,４６９,２３７

７６１,９００

１０,７８７

３９,２５３,４７４

△ ２０,８７５,１４７

２７９,１８８

△ １９９,９０８

２,６０３

△ １,９１８

３,００４

△ ２,８５４

０

１０,７８７

１８,３７８,３２７

７９,２８８

６８５

１５０

７６１,９００

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

１９,２３１,１３７

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

９１,０００

△ ３００

７７,１１１

９０,７００

０

０

１６７,８１１

１９,３９８,９４８

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　そ の 他 流 動 負 債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

９４３,７９６

４,６４３

０

９４３,７９６

９０,０００

０

４,６４３

３００

１,０３８,７３９

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

２,３６８

９５８

４,９４３,６１５

２,６２２,４１１

２,８２２

△ ４５７

９,５８０

△ ８,６２２

１１,３４３,９２２

△ ６,４００,３０７

６,０９１,５８８

△ ３,４６９,１７７

７,５６９,３４９

７,５６９,３４９

１６,５４８,０６９

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ２,７８７,４１５

２,７８７,４１５

０

０

０

６３,４６４

０

０

６３,４６３

６３,４６４

２,８５０,８７９

１９,３９８,９４８

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債・資 本 合 計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

－ 12 － － 13 －



負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

７,９３９,９８１

０

０

７,９３９,９８１

０

７,９３９,９８１

令和７年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　８　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１８,４６９,２３７

７６１,９００

１０,７８７

３９,２５３,４７４

△ ２０,８７５,１４７

２７９,１８８

△ １９９,９０８

２,６０３

△ １,９１８

３,００４

△ ２,８５４

０

１０,７８７

１８,３７８,３２７

７９,２８８

６８５

１５０

７６１,９００

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

１９,２３１,１３７

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

９１,０００

△ ３００

７７,１１１

９０,７００

０

０

１６７,８１１

１９,３９８,９４８

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　そ の 他 流 動 負 債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

９４３,７９６

４,６４３

０

９４３,７９６

９０,０００

０

４,６４３

３００

１,０３８,７３９

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

２,３６８

９５８

４,９４３,６１５

２,６２２,４１１

２,８２２

△ ４５７

９,５８０

△ ８,６２２

１１,３４３,９２２

△ ６,４００,３０７

６,０９１,５８８

△ ３,４６９,１７７

７,５６９,３４９

７,５６９,３４９

１６,５４８,０６９

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ２,７８７,４１５

２,７８７,４１５

０

０

０

６３,４６４

０

０

６３,４６３

６３,４６４

２,８５０,８７９

１９,３９８,９４８

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債・資 本 合 計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

－ 12 － － 13 －



負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

７,６９９,５６１

０

０

７,６９９,５６１

０

７,６９９,５６１

令和８年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　９　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１８,１７４,０９９

７８０,６５７

１０,７８７

３９,６６２,２００

△ ２１,５７５,３５７

２７９,１８８

△ ２０３,５５４

２,６０３

△ １,９１８

３,００４

△ ２,８５４

０

１０,７８７

１８,０８６,８４３

７５,６３４

６８５

１５０

０

７８０,６５７

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

１８,９５４,７５６

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

９２,０００

△ ３００

８５,８２３

９１,７００

０

０

１７７,５２３

１９,１３２,２７９

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　そ の 他 流 動 負 債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

８９５,０００

４,８００

０

８９５,０００

９５,０００

０

４,８００

３００

９９５,１００

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

２,３１４

７８６

４,８１４,５５６

２,５１２,８３３

２,８２２

△ ５０８

９,５８０

△ ８,７９４

１１,４１８,２７２

△ ６,６０３,７１６

６,０９１,５８８

△ ３,５７８,７５５

７,３３０,４８９

７,３３０,４８９

１６,０２５,１５０

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ３,０４３,４１５

３,０４３,４１５

０

０

０

６３,７１４

０

０

６３,７１４

６３,７１４

３,１０７,１２９

１９,１３２,２７９

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債・資 本 合 計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

－ 14 － － 15 －



負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

７,６９９,５６１

０

０

７,６９９,５６１

０

７,６９９,５６１

令和８年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　９　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１８,１７４,０９９

７８０,６５７

１０,７８７

３９,６６２,２００

△ ２１,５７５,３５７

２７９,１８８

△ ２０３,５５４

２,６０３

△ １,９１８

３,００４

△ ２,８５４

０

１０,７８７

１８,０８６,８４３

７５,６３４

６８５

１５０

０

７８０,６５７

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

１８,９５４,７５６

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

９２,０００

△ ３００

８５,８２３

９１,７００

０

０

１７７,５２３

１９,１３２,２７９

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　そ の 他 流 動 負 債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

８９５,０００

４,８００

０

８９５,０００

９５,０００

０

４,８００

３００

９９５,１００

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

２,３１４

７８６

４,８１４,５５６

２,５１２,８３３

２,８２２

△ ５０８

９,５８０

△ ８,７９４

１１,４１８,２７２

△ ６,６０３,７１６

６,０９１,５８８

△ ３,５７８,７５５

７,３３０,４８９

７,３３０,４８９

１６,０２５,１５０

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ３,０４３,４１５

３,０４３,４１５

０

０

０

６３,７１４

０

０

６３,７１４

６３,７１４

３,１０７,１２９

１９,１３２,２７９

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債・資 本 合 計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

－ 14 － － 15 －



令和８年度　桜井市下水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,188,180

1,078,343

37,271

1,201,176

502,303

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

２．他会計負担金

７．県 補 助 金

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

１．雨水処理負担金

２．手 数 料

２．受託工事負担金

３．補 助 金

４．受贈財産評価額

１．工事負担金

１．県 補 助 金

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

26．通信運搬費

27．委 託 料

28．賃 借 料

30．使 用 料

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

15．印刷製本費

16．修 繕 費

19．動 力 費

25．手 数 料

26．通信運搬費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

郵送料

全体計画変更業務委託・耐震診断業務

ガス検知機等借上料

システム借上料

普通旅費

消耗品費

マンホールポンプ燃料費

印刷費

管渠・車両等修繕費

電力料金

水質検査・口座振替等手数料

通信料

33

620

260

55

35,000

80

1,223

10

155

5

330

5,030

2,280

1,288

516

下水道使用料収入

固定資産売却収入

雨水処理負担金

排水設備業者等登録手数料

長期前受収益化（減価償却見合い分）

流域下水道負荷軽減推進補助金

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．管 渠 費

489,708

0

12,367

3,000

489,708

0

12,367

228

172

203,409

109,578

51

3,000

６．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金368,162 368,162

４．雑 収 益 １．雑 収 益 雑収入1 1

９．国庫補助金 １．国庫補助金 防災・安全交付金14,500 14,500

228

１．受 取 利 息 預金利息１．受 取 利 息 00

313,210

２．営業外収益 698,873

３．特 別 利 益 0

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．下水道事業収益

50,523

242,016

27．委 託 料

 

 

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

32．工 事 請 負 費

36．負 担 金

59．公 課 費

１．給　　　　料

 

 

 

 

２．手 当 等

 

 

 

 

３．賞与引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

10．旅　　　　費

11．被 服 費

12．備 消 品 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

30．使 用 料

36．負 担 金

38．貸 倒 引 当 金

40．扶 助 費

41．有形固定資産

　　減 価 償 却 費

42．無形固定資産

　　減 価 償 却 費

MP 場維持管理委託料

下水道使用料徴収委託料

下水道台帳作成委託料

システム保守委託料

ストックマネジメント事業点検委託料

機械等借上料

下水道賠償責任保険料

車両共済保険料・自賠責保険料

補修材料費

管渠修繕工事費

流域下水道維持管理負担金

研修負担金

自動車重量税

職員給料

扶養手当

地域手当

管理職手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金、公務災害基金負担金

普通旅費

被服費

消耗品費

会計システム保守委託料

会計システム使用料

近鉄敷地使用料

研修負担金

貸倒損失に備えるための引当

水洗便所改造資金助成金

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

施設利用権減価償却費

38,638

3,300

166

2,650

9,600

178,041

7

23,800

12,561

2,700

8,030

30

136

139

521

1,171

12

223

300

900

703,864

44,669

２．業 務 費

684

940

1,344

336

489

488

4,400

3,400

480

４．総 係 費

748,533５．減 価 償 却 費

－ 16 － － 17 －



令和８年度　桜井市下水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,188,180

1,078,343

37,271

1,201,176

502,303

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

２．他会計負担金

７．県 補 助 金

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

１．雨水処理負担金

２．手 数 料

２．受託工事負担金

３．補 助 金

４．受贈財産評価額

１．工事負担金

１．県 補 助 金

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

26．通信運搬費

27．委 託 料

28．賃 借 料

30．使 用 料

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

15．印刷製本費

16．修 繕 費

19．動 力 費

25．手 数 料

26．通信運搬費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

郵送料

全体計画変更業務委託・耐震診断業務

ガス検知機等借上料

システム借上料

普通旅費

消耗品費

マンホールポンプ燃料費

印刷費

管渠・車両等修繕費

電力料金

水質検査・口座振替等手数料

通信料

33

620

260

55

35,000

80

1,223

10

155

5

330

5,030

2,280

1,288

516

下水道使用料収入

固定資産売却収入

雨水処理負担金

排水設備業者等登録手数料

長期前受収益化（減価償却見合い分）

流域下水道負荷軽減推進補助金

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．管 渠 費

489,708

0

12,367

3,000

489,708

0

12,367

228

172

203,409

109,578

51

3,000

６．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金368,162 368,162

４．雑 収 益 １．雑 収 益 雑収入1 1

９．国庫補助金 １．国庫補助金 防災・安全交付金14,500 14,500

228

１．受 取 利 息 預金利息１．受 取 利 息 00

313,210

２．営業外収益 698,873

３．特 別 利 益 0

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．下水道事業収益

50,523

242,016

27．委 託 料

 

 

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

32．工 事 請 負 費

36．負 担 金

59．公 課 費

１．給　　　　料

 

 

 

 

２．手 当 等

 

 

 

 

３．賞与引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

10．旅　　　　費

11．被 服 費

12．備 消 品 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

30．使 用 料

36．負 担 金

38．貸 倒 引 当 金

40．扶 助 費

41．有形固定資産

　　減 価 償 却 費

42．無形固定資産

　　減 価 償 却 費

MP 場維持管理委託料

下水道使用料徴収委託料

下水道台帳作成委託料

システム保守委託料

ストックマネジメント事業点検委託料

機械等借上料

下水道賠償責任保険料

車両共済保険料・自賠責保険料

補修材料費

管渠修繕工事費

流域下水道維持管理負担金

研修負担金

自動車重量税

職員給料

扶養手当

地域手当

管理職手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金、公務災害基金負担金

普通旅費

被服費

消耗品費

会計システム保守委託料

会計システム使用料

近鉄敷地使用料

研修負担金

貸倒損失に備えるための引当

水洗便所改造資金助成金

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

施設利用権減価償却費

38,638

3,300

166

2,650

9,600

178,041

7

23,800

12,561

2,700

8,030

30

136

139

521

1,171

12

223

300

900

703,864

44,669

２．業 務 費

684

940

1,344

336

489

488

4,400

3,400

480

４．総 係 費

748,533５．減 価 償 却 費

－ 16 － － 17 －



２．営業外費用

３．特 別 損 失

109,837

101,837

8,000

0

0

47．企業債利子

48．借入金利子

59．公 課 費

１．過年度損益
　　修 正 損

企業債利子

一時借入金利子

消費税納税額

前年度事業に伴う損金

101,687

150

8,000

0

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

３．消 費 税

４．過年度損益
　　修 正 損

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資 本 的 収 入 994,780

654,580

654,580

1,443,399

499,603

431,403

943,796

943,796

165,450

106,930

14,910

４．下水道事業債
　　特 別 措 置 分

１．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

６．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

共済組合負担金
公務災害基金負担金

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

１．企 業 債

１．企業債償還金

１．給　　　　料

３．資本費平準化債

84,200

84,200 84,200

４．補 助 金

１．補 助 金 １．国 庫 補 助 金 社会資本整備総合交付金

256,000

256,000 256,000

６．出 資 金

１．出 資 金 １．他会計出資金 他会計出資金

314,100

１．企 業 債

１．公共下水道債

職員給料

11,178２．手 当 等

扶養手当  1,212

650

516

228

2,217

435

2,530

1,830

1,560

地域手当

管理職手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

943,796

68,200 68,200

57．企業債償還金 企業債償還金

流域下水道建設負担金

資本費平準化債

68,100２．流域下水道債 建設改良債

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

2,100

4,915６．法 定 福 利 費

74,35035．補 償 金 管渠建設に伴う補償費

250,50032．工 事 請 負 費 管渠建設工事費

73,45027．委 託 料 管渠建設に伴う委託料

４．資 本 的 支 出

１．建 設 改 良 費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．管 路 建 設 費

－ 18 － － 19 －



２．営業外費用

３．特 別 損 失

109,837

101,837

8,000

0

0

47．企業債利子

48．借入金利子

59．公 課 費

１．過年度損益
　　修 正 損

企業債利子

一時借入金利子

消費税納税額

前年度事業に伴う損金

101,687

150

8,000

0

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

３．消 費 税

４．過年度損益
　　修 正 損

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資 本 的 収 入 994,780

654,580

654,580

1,443,399

499,603

431,403

943,796

943,796

165,450

106,930

14,910

４．下水道事業債
　　特 別 措 置 分

１．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

６．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

共済組合負担金
公務災害基金負担金

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

１．企 業 債

１．企業債償還金

１．給　　　　料

３．資本費平準化債

84,200

84,200 84,200

４．補 助 金

１．補 助 金 １．国 庫 補 助 金 社会資本整備総合交付金

256,000

256,000 256,000

６．出 資 金

１．出 資 金 １．他会計出資金 他会計出資金

314,100

１．企 業 債

１．公共下水道債

職員給料

11,178２．手 当 等

扶養手当  1,212

650

516

228

2,217

435

2,530

1,830

1,560

地域手当

管理職手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

943,796

68,200 68,200

57．企業債償還金 企業債償還金

流域下水道建設負担金

資本費平準化債

68,100２．流域下水道債 建設改良債

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

2,100

4,915６．法 定 福 利 費

74,35035．補 償 金 管渠建設に伴う補償費

250,50032．工 事 請 負 費 管渠建設工事費

73,45027．委 託 料 管渠建設に伴う委託料

４．資 本 的 支 出

１．建 設 改 良 費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．管 路 建 設 費
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会計書類に関する注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１．固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産

減価償却の方法 定額法 

主な耐用年数

構築物 50年

機械及び装置 10～20年

車両運搬具 ４年

工具、器具及び備品 ４～５年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法 定額法

主な耐用年数

施設利用権 45年

　２．引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上

していない。 

　　　⑵　賞与等引当金

　職員の期末・勤勉手当及びその手当に係る法定福利費の支給に備えるため、各年度の翌事業年度に

おける支給見込み額に基づき、各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　３．消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。

Ⅲ　予定貸借対照表等関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は4,949,882千円である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　　　報告セグメントが単一のため、記載を省略している。
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